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東 京 都 港 区 赤 坂 九 丁 目 ７ 番 １ 号
www.amova-am.com

当運用報告書に関するお問い合わせ先

コ ー ル セ ン タ ー  電話番号：0120－25－1404
午前９時～午後５時　土、日、祝・休日は除きます。

第180期末（2026年8月10日）
償還価額（税込み） 3,297円81銭
純 資 産 総 額 2,749百万円

第175期～第180期
騰 落 率 5.0％
分配金（税込み）合計 75円

（注）騰落率は分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計
算したもので、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。

（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。

○�交付運用報告書は、運用報告書に記載すべき事項のう
ち重要な事項にかかる情報を記載したものです。その
他の内容については、運用報告書（全体版）に記載し
ております。

○�当ファンドは、投資信託約款において運用報告書（全
体版）に記載すべき事項を、電磁的方法によりご提供
する旨を定めております。運用報告書（全体版）は、
下記の手順にて閲覧・ダウンロードいただけます。

＜運用報告書（全体版）の閲覧・ダウンロード方法＞
右記URLにアクセス ⇒ ファンド検索機能を利用して該
当ファンドのページを表示 ⇒ 運用報告書タブを選択 ⇒ 
該当する運用報告書をクリックしてPDFファイルを表示

○�運用報告書（全体版）は、受益者の方からのご請求に
より交付されます。交付をご請求される方は、販売会
社までお問い合わせください。

エマージング・プラス・成長戦略コース
追加型投信／海外／資産複合

償還　交付運用報告書
	 第175期（決算日2026年3月10日）		  第176期（決算日2026年4月10日）		  第177期（決算日2026年5月11日）
	 第178期（決算日2026年6月10日）		  第179期（決算日2026年7月10日）		  第180期（償還日2026年8月10日）

作成対象期間（2026年2月11日～2026年8月10日）

受益者のみなさまへ
平素は格別のご愛顧を賜り、厚くお礼申し上げ

ます。
さて、「エマージング・プラス・成長戦略コース」

は、2026年８月10日に償還いたしました。
当ファンドは、主として、新興国の債券、株式（預

託証書を含みます。）および不動産投資信託証券
を主要投資対象とする投資信託証券に投資を行な
い、安定した収益の確保と信託財産の成長をめざ
して運用を行なってまいりました。

ここに、信託期間中の運用経過等についてご
報告申し上げます。

これまでのみなさまのご愛顧に対しまして、
心より厚くお礼申し上げますとともに、今後と
も弊社投資信託をご愛顧賜りますよう、よろし
くお願い申し上げます。
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運用経過
設定以来の基準価額等の推移 � （2011年８月31日～2026年8月10日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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設 定 日：10,000円
第180期末（償還日）： 3,297円81銭（既払分配金（税込み）：11,245円）
騰 落 率： 147.4％ （分配金再投資ベース）

（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。

○基準価額の主な変動要因
当ファンドは、主として、新興国のハイ・イールド社債、高配当株式、不動産に実質的に投資を行ない、

安定した収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行なってまいりました。また、主要通貨部分に
ついて、主要通貨売り、成長通貨買いの為替取引を行ないました。成長通貨については、原則として新
興国通貨の中から複数通貨を適宜選定しました。信託期間中における基準価額の主な変動要因は、以下
の通りです。

＜値上がり要因＞
・投資有価証券からクーポン、配当収入を得たこと。
・新興国株式が上昇したこと。
・利息収入などを得たこと。

＜値下がり要因＞
・保有していた中国不動産社債が大きく下落したこと。
・無担保コール翌日物金利がマイナス圏で推移したこと（2016年４月～2024年３月中旬まで）。
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１万口当たりの費用明細 � （2026年2月11日～2026年8月10日）

項 目 第175期～第180期 項 目 の 概 要金 額 比 率
円 ％

（a） 信 託 報 酬 13 0.415 （a）�信託報酬＝作成期間の平均基準価額×信託報酬率

（ 投 信 会 社 ） （ 4） （0.136） 委託した資金の運用の対価

（ 販 売 会 社 ） （ 9） （0.262） 運用報告書など各種書類の送付、口座内でのファンドの管理、購入後の情報提
供などの対価

（ 受 託 会 社 ） （ 1） （0.016） 運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価

（b） そ の 他 費 用 1 0.034 （b）�その他費用＝作成期間のその他費用÷作成期間の平均受益権口数

（ 監 査 費 用 ） （ 0） （0.002） 監査費用は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用

（ 印 刷 費 用 等 ） （ 1） （0.032） 印刷費用等は、法定開示資料の印刷に係る費用など

合 計 14 0.449

作成期間の平均基準価額は、3,248円です。
（注）作成期間の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結果です。
（注）各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。
（注）その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。
（注）各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を作成期間の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに小数第３位未満

は四捨五入してあります。
（注）この他にファンドが投資対象とする投資先においても信託報酬等が発生する場合もあります。
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（参考情報）
◯総経費率

作成期間の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および
有価証券取引税を除く。）を作成期間の平均受益権口数に作成期間の平均基準価額（１口当たり）
を乗じた数で除した総経費率（年率）は2.34％です。

総経費率
2.34％

当ファンド
0.90％
当ファンド
0.90％

投資先
ファンド
1.44％

投資先
ファンド
1.44％

運用管理費用
（投信会社）
0.27％

運用管理費用
（販売会社）
0.53％

運用管理費用
（販売会社）
0.53％

運用管理費用
（受託会社）
0.03％その他費用

0.07％

運用管理費用
0.98％

運用管理費用
0.98％

運用管理費用以外
0.46％

運用管理費用以外
0.46％

（単位：％）
総経費率（①＋②＋③） 2.34
①当ファンドの費用の比率 0.90
②投資先ファンドの運用管理費用の比率 0.98
③投資先ファンドの運用管理費用以外の比率 0.46

（注）当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。
（注）各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。
（注）「その他費用」には保管費用が含まれる場合があります。なお、「その他費用」の内訳は「１万口当たりの費用明細」にてご確認いただけますが、期

中の費用の総額と年率換算した値は一致しないことがあります。
（注）各比率は、年率換算した値です。
（注）投資先ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）です。
（注）当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。
（注）当ファンドの費用と投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。
（注）上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。
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最近５年間の基準価額等の推移 � （2021年８月10日～2026年8月10日）

純資産総額（右軸）基準価額（左軸） 分配金再投資基準価額（左軸）

（円） （百万円）
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（注）分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。
（注）分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異なります。したがって、

お客様の損益の状況を示すものではありません。
（注）分配金再投資基準価額は、2021年８月10日の値が基準価額と同一となるように指数化しております。

2021年8月10日 2022年8月10日 2023年8月10日 2024年8月13日 2025年8月12日 2026年8月10日
決算日 決算日 決算日 決算日 決算日 償還日

基準価額 （円） 3,410 2,572 2,610 2,600 2,833 3,297.81
期間分配金合計（税込み） （円） － 300 300 230 180 165
分配金再投資基準価額騰落率（％） － △ 16.4 14.2 8.7 16.4 22.7
純資産総額� （百万円） 4,723 3,234 3,157 2,727 2,754 2,749

（注）上記騰落率は、小数点以下第２位を四捨五入して表示しております。
（注）純資産総額の単位未満は切捨てて表示しております。
（注）騰落率は１年前の決算応当日との比較です。
（注）当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指数を設定しておりません。
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投資環境 � （2011年８月31日～2026年8月10日）

（新興国社債市況）
新興国社債市場は、2011年のファンド設定当初、世界的な低金利環境を背景に高い利回りを求める資

金が流入し、比較的堅調に推移しました。しかし2013年には米国の量的緩和縮小観測（テーパー・タン
トラム）を契機に資金流出が進み下落し、2015～2016年には中国経済の減速や原油価格の急落を受けて
資源国や新興国企業の信用力が低下し、再び軟調となりました。その後2020年初頭にかけては世界経済
の回復や金融緩和を背景にスプレッド（利回り格差）が縮小し堅調に推移しましたが、2020年には新型
コロナウイルス感染拡大に伴なうリスク回避の高まりから一時的に調整し、その後は各国中央銀行の大
規模な金融緩和や財政政策を受けて速やかに持ち直しました。2021年以降は中国の不動産規制強化を背
景に同国景気が調整色を強め、一部中国銘柄の社債が下落しました。2022年はロシアのウクライナ侵攻
に伴なうロシア関連債のデフォルト（債務不履行）と、記録的インフレに対応した米国の急速な連続利
上げが重なり厳しい局面を迎えましたが、2023年以降はインフレ沈静化と米国の利下げ期待を背景に改
善しました。2025年からの第二次トランプ政権の関税政策や2026年のイラン情勢という新たな不確実
性を伴ないつつも、グローバル景気の底堅さと先進国対比での高利回りに着目した買いが続き、堅調に
推移しています。

（新興国株式市況）
新興国株式市場は、ファンド設定当初、欧州債務問題や中国経済の減速懸念を背景に不安定なスター

トとなりました。その後2012～2014年は主要国の金融緩和や世界景気の回復を受けて総じて堅調に推移
しました。2015～2016年には中国経済の減速や人民元切り下げ（チャイナショック）、原油価格の急落
を受けて大きく下落しましたが、2017年には中国のＩＴ関連企業や台湾・韓国の半導体関連企業が市場
をけん引し力強く上昇しました。一方2018年は第一次トランプ政権下の米中貿易摩擦や米国利上げを背
景に再び軟調となりました。2020年はコロナ禍で世界的な株価急落に見舞われたものの急速に回復しま
したが、2021年以降は中国の不動産規制強化に伴なう不動産市場の悪化やデベロッパーの経営危機が重
しとなり、中国株は大きく下落しました。2022年はロシアのウクライナ侵攻が資源国株式を押し上げる
一方、世界的インフレと米国の急速利上げが新興国市場全体の重石となりました。2023年以降はＡＩ・
半導体需要の拡大を背景に韓国・台湾株式が上昇し、高成長期待からインド株式も牽引役となる一方、
中国経済の低迷が重石となりました。2025年からの関税政策や2026年のイラン情勢など逆風もありま
したが、中国を除く主要新興国の底堅い経済成長と物価の安定を背景に上昇基調となりました。

（新興国不動産投資信託市況）
新興国不動産市場は、ファンド設定当初、世界的な低金利環境と都市化の進展を背景に底堅く推移し

ましたが、欧州債務問題や中国経済の減速懸念、2013年のテーパー・タントラムに伴なう資金流出によ
り不安定な局面もありました。2015～2016年は中国経済の減速や資源価格の下落、米国の利上げ開始を
背景に悪化しましたが、その後回復しました。2020年は新型コロナウイルス感染拡大により商業施設や
ホテルの稼働率低下等を受けて下落しました。中国が2020年に導入した「三つのレッドライン」政策（財
務健全性に関する３基準を設け不動産会社の借入を制限する規制）を契機に、2021年以降は大手デベロッ
パーの経営危機・デフォルトが相次ぎ、市場は急速に悪化しました。2022年には世界的インフレと米国
の利上げも重石となりました。2023年以降も住宅販売の低迷が続き、市場全体は回復途上にあります。
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（国内短期金利市況）
設定時から2016年２月前半にかけては、日銀による「量的・質的金融緩和」の推進などから、無担保

コール翌日物金利は概ね0.1％を下回る水準で推移しました。その間、国庫短期証券（ＴＢ）３ヵ月物
金利は2014年９月にはマイナス金利まで低下し、その後も概ね0.0％を挟んだ水準で推移しました。

2016年２月後半から2024年３月中旬にかけては、日銀によるマイナス金利政策の導入を受けて、無
担保コール翌日物金利とＴＢ３ヵ月物金利は、ともにマイナス圏で推移しました。

2024年３月下旬から期間末にかけては、2024年３月の金融政策決定会合においてマイナス金利政策の
解除が決定されたことや、その後も金融政策の正常化の一環として追加利上げが実施されたことなどか
ら、無担保コール翌日物金利は0.98％近辺で期間末を迎えました。ＴＢ３ヵ月物金利は、マイナス金利
政策の解除が決定されたことを受けてプラス圏での取引となり、その後は日銀による利上げなどを受け
て上昇し、1.05％近辺で期間末を迎えました。

当ファンドのポートフォリオ � （2011年８月31日～2026年8月10日）

（当ファンド）
当ファンドでは、収益性を追求するため「アッシュモア・エマージング・マーケッツ・ハイイールド

プラス・ファンド・リミテッド アクティブ・エマージング・カレンシーズクラス」円建投資証券を高
位に組み入れ、「マネー・アカウント・マザーファンド」受益証券への投資を抑制しました。

当ファンドは2011年８月31日の設定以来、約14年11ヵ月にわたり運用してまいりました。このたび、
約款の規定に基づき、信託終了日を2026年８月10日として償還いたしました。

これまでのみなさまのご愛顧に対しまして、心より厚くお礼申しあげますとともに、今後とも弊社投
資信託をご愛顧賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

（アッシュモア・エマージング・マーケッツ・ハイイールドプラス・ファンド・リミテッド アクティブ・
エマージング・カレンシーズクラス）

新興国の債券、株式、不動産に投資を行ない、インカム収益を確保しながらトータルリターンの最大
化をめざしました。

ポートフォリオにおける各資産の組入比率は、概ね債券を５割～７割、株式を１割～３割、不動産を
１割～２割、その他（キャッシュなど）を０割～２割としました。また、各資産のうち、主要通貨部分
について、主要通貨売り／成長通貨買いの為替取引を行ないました。

（マネー・アカウント・マザーファンド）
運用の基本方針に従い、国債および格付けの高い公社債の購入や現先取引、コールローンや金銭信託

などを通じて、元本の安全性を重視した運用を行ないました。

当ファンドのベンチマークとの差異 � （2011年８月31日～2026年8月10日）
当ファンドの運用方針に対し、適切に比較できる指数が存在しないため、ベンチマークおよび参考指

数を設定しておりません。
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分配金 � （2011年８月31日～2026年8月10日）
信託期間中における分配金は、運用実績や市況動向などを勘案して決定し、１万口当たりの累計は

11,245円（税込み）となりました。また、第175期～第179期における分配金は、運用実績や市況動向
などを勘案し、以下のとおりとしました。なお、分配金に充当しなかった収益につきましては、信託財
産内に留保し、運用の基本方針に基づいて運用いたしました。
○分配原資の内訳
	 （単位：円、１万口当たり、税込み）

項 目
第175期 第176期 第177期 第178期 第179期

2026年２月11日～
2026年３月10日

2026年３月11日～
2026年４月10日

2026年４月11日～
2026年５月11日

2026年５月12日～
2026年６月10日

2026年６月11日～
2026年７月10日

当期分配金 15 15 15 15 15
（対基準価額比率） 0.479％ 0.467％ 0.458％ 0.455％ 0.453％

当期の収益 15 15 15 15 15
当期の収益以外 － － － － －

翌期繰越分配対象額 1,199 1,202 1,204 1,206 1,208
（注）�対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。
（注）�当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。

お知らせ
2026年２月11日から2026年８月10日までの期間に実施いたしました約款変更は以下の通りです。

当ファンドについて、「一般社団法人投資信託協会」の合併に伴ない、その記載を「一般社団法人資
産運用業協会」に変更すべく、2026年４月１日付けにて信託約款の一部に所要の変更を行ないました。（付
表、第８条）

当ファンドの概要

商 品 分 類 追加型投信／海外／資産複合
信 託 期 間 2011年８月31日から2026年８月10日までです。

運 用 方 針
主として、新興国の様々な資産を主要投資対象とする投資信託証券（投資信託または外国投資信託の受益証券（振
替投資信託受益権を含みます。）および投資法人または外国投資法人の投資証券をいいます。）の一部、またはす
べてに投資を行ない、安定した収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行ないます。

主要投資対象
「アッシュモア・エマージング・マーケッツ・ハイイールドプラス・ファンド・リミテッド アクティブ・エマージング・カレンシーズクラス」投資証券
「マネー・アカウント・マザーファンド」受益証券
上記の投資信託証券を主要投資対象とします。

運 用 方 法
主として、新興国の債券、株式（預託証書を含みます。）および不動産投資信託証券を主要投資対象とする投資信
託証券に投資を行ない、安定した収益の確保と信託財産の成長をめざして運用を行ないます。各資産のうち、主
要通貨（米ドルなどＧ10の国の通貨）部分について、主要通貨売り／新興国通貨買いの為替取引を行ないます。

分 配 方 針 第１計算期は収益分配を行ないません。第２計算期以降、毎決算時、原則として安定した分配を継続的に行なう
ことをめざします。
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（参考情報）
○当ファンドと代表的な資産クラスとの騰落率の比較

最大値（当ファンド） 最大値 最小値（当ファンド） 最小値 平均値

（％）
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当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

（2021年8月末～2026年7月末）

（単位：％）
当ファンド 日本株 先進国株 新興国株 日本国債 先進国債 新興国債

最大値 32.5 50.5 55.7 68.1 0.6 15.4 24.5
最小値 △ 18.4 △ 7.1 △ 5.7 △ 6.5 △ 6.9 △ 6.1 △ 2.7
平均値 8.4 18.3 22.7 16.3 △ 3.0 6.0 10.2

（注）全ての資産クラスが当ファンドの投資対象とは限りません。
（注）2021年８月から2026年７月の５年間の各月末における直近１年間の騰落率の最大値・最小値・平均値を表示したものです。
（注）上記の騰落率は決算日に対応した数値とは異なります。
（注）当ファンドは分配金再投資基準価額の騰落率です。

《各資産クラスの指数》
日 本 株：TOPIX（東証株価指数）配当込み
先進国株：Morningstar 先進国株式指数（除く日本、配当込み、円ベース）
新興国株：Morningstar 新興国株式指数（配当込み、円ベース）
日本国債：NOMURA-BPI国債
先進国債：FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
新興国債：JPモルガンGBI-EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）

（注）海外の指数は、為替ヘッジなしによる投資を想定して、円換算しております。
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指数について
●TOPIX（東証株価指数）配当込み
日本の株式市場を広範に網羅するとともに、投資対象としての機能性を有するマーケット・ベンチマークで、
配当を考慮したものです。TOPIXに係る知的財産は、株式会社ＪＰＸ総研又は株式会社ＪＰＸ総研の関連会社

（ＪＰＸ）に帰属します。なお、本商品は、ＪＰＸにより提供、保証又は販売されるものではなく、本商品の設定、
販売及び販売促進活動に起因するいかなる損害に対してもＪＰＸは責任を負いません。

●Morningstar 先進国株式指数（除く日本、配当込み、円ベース）
●Morningstar 新興国株式指数（配当込み、円ベース）
先進国株式指数は日本を除く世界の先進国の株式、新興国株式指数は世界の新興国の株式を対象として算出し
た指数で、配当を考慮したものです。Morningstar指数はMorningstarにより独占的に所有されています。
Morningstar,Inc.(以下 ｢Morningstar｣ )、その関連会社または子会社、直接的または間接的な情報提供者、ま
たはMorningstar指数に関連があり、指数の構成、配信、算出、または設定に関わった第三者（総称して
｢Morningstarグループ｣）は、Morningstar指数又はそれに含まれるデータの正確性、完全性及び／又は適時
性を保証せず、またその誤謬、脱漏、中断についていかなる責任も負いません。Morningstarグループは、
Morningstar指数またはそこに含まれるいかなるデータの使用によって得られる結果について、明示又は黙示
を問わず、いかなる表明・保証も致しません。

●NOMURA-BPI国債
野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社（以下「NFRC」）が公表している指数で、そ
の知的財産権はNFRCに帰属します。なお、NFRCは、対象インデックスの正確性、完全性、信頼性、有用性
を保証するものではなく、対象インデックスを用いて行なわれるアモーヴァ・アセットマネジメント株式会社
の事業活動・サービスに関し一切責任を負いません。

●FTSE世界国債インデックス（除く日本、円ベース）
FTSE Fixed Income LLCにより運営され、日本を除く世界主要国の国債の総合収益率を各市場の時価総額で加
重平均した指数です。なお、当指数に関する著作権等の知的財産その他一切の権利は、FTSE Fixed Income 
LLCに帰属します。

●JPモルガンGBI EMグローバル・ディバーシファイド（円ヘッジなし、円ベース）
J.P. Morgan Securities LLCが算出、公表している、新興国が発行する現地通貨建て国債を対象にした指数です。
なお、当指数に関する著作権、知的財産権その他一切の権利は、J.P. Morgan Securities LLCに帰属します。
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当ファンドのデータ
組入資産の内容 � （2026年8月10日現在）

2026年８月10日現在、有価証券等の組入れはございません。

純資産等

項 目 第175期末 第176期末 第177期末 第178期末 第179期末 第180期末（償還日）
2026年3月10日 2026年4月10日 2026年5月11日 2026年6月10日 2026年7月10日 2026年8月10日

純 資 産 総 額 2,805,602,013円 2,836,587,451円 2,878,866,683円 2,826,555,830円 2,777,607,994円 2,749,442,865円
受 益 権 総 口 数 9,000,118,812口 8,880,648,770口 8,821,622,127口 8,617,927,599口 8,423,881,358口 8,337,184,893口
1万口当たり基準（償還）価額 3,117円 3,194円 3,263円 3,280円 3,297円 3,297円81銭

（注）当作成期間（第175期～第180期）中における追加設定元本額は63,773,365円、同解約元本額は786,929,919円です。
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